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平成２８年度 税制改正解説
その他～クレジットカード納付制度の創設

〇平成29年1月4日以後に国税の納付を委託する場合について適用されます。

１．改正の概要

速 報
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・国税について、インターネット上でのクレジットカードによる納付を可能とする制度が創設されます。

・国税庁長官が指定する納付受託者（クレジットカード会社）が納税者から委託を受けた日に、国税の納付があったものとみな
して、延滞税、利子税等に関する規定が適用されます。
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・納税者にクレジットカードの決済手数料が生じると想定される（現行の都税における決済手数料は税額1万円につき73円（消
費税別））。

・納税証明書の発行は、現行の地方税と同様に、クレジットカード会社による国税への納付が完了してからでなければできない
と想定される。

２．実務上の留意点

【手続きのイメージ図】

・納付できる税目、納税額の上限

・今後、適正なクレジットカード納付を実現するため、納付受託者の納付義務、帳簿保存義務、納付受託者の指定の取り消し等
について所要の措置が講じられる。

３．今後の注目点


